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④ ⼀⼈ひとりが尊重され、能⼒を発揮できる環境づくり 
 

 

 

 

「誰⼀⼈取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現に向けた SDGs の取組が世界的な
動きになり、⼥性、⾼齢者、外国⼈、障害者その他マイノリティへの社会環境的障壁を取り払うための法整備
が進むなど、ダイバーシティ（多様性）とソーシャル・インクルージョン（社会的包摂）の重要性が⾼まっており、
より⼀層のインクルーシブ社会の形成が求められています。 

また、本市の意識調査等においても、「障害者が働ける場所や能⼒を発揮する機会が少ない」「性的マイノリ
ティに対する社会的理解が低いため、誤解や偏⾒がある」といった意⾒が、引き続き上位となっており、マイノリテ
ィへの社会環境的障壁については市⺠の問題意識にも現れています。 

こうした中、本市においても、マイノリティの⼈たちが生き生きと暮らす上での障壁となっている⼈々の意識や社
会環境のバリアを取り除き、誰もが社会参加できる環境を創り出すことが求められています。 

 

 
 

 
 
 

○SDGs の取組が世界的な動きになるなど、ダイバーシティ（多様性）とソーシャル・インクルージョン（社
会的包摂）の重要性はさらに上昇 

○マイノリティの⼈たちが生き生きと暮らす上での障壁となっている⼈々の意識や社会環境のバリアを取り
除き、誰もが社会参加できる環境の創出が必要 

36

   

 

政
策
体
系
別
計
画 

総 

論 

10
年
戦
略 

基
本
政
策
１ 

基
本
政
策
２ 

基
本
政
策
３ 

基
本
政
策
４ 

基
本
政
策
５ 

区
計
画 

進
行
管
理
・
評
価 

 

 

 
 
 

37



   

 

政
策
体
系
別
計
画 

総 

論 

10
年
戦
略 

基
本
政
策
１ 

基
本
政
策
２ 

基
本
政
策
３ 

基
本
政
策
４ 

基
本
政
策
５ 

区
計
画 

進
行
管
理
・
評
価 

 

 

 
 
 

37



                        

政
策
体
系
別
計
画 

総 

論 

10
年
戦
略 

基
本
政
策
１ 

基
本
政
策
２ 

基
本
政
策
３ 

基
本
政
策
４ 
基
本
政
策
５ 

区
計
画 

進
行
管
理
・
評
価 

 

 
  

38



   

 

政
策
体
系
別
計
画 

総 

論 

10
年
戦
略 

基
本
政
策
１ 

基
本
政
策
２ 

基
本
政
策
３ 

基
本
政
策
４ 

基
本
政
策
５ 

区
計
画 

進
行
管
理
・
評
価 

⑤ 気候変動の影響 
 
 
 
 

 
 

IPCC（気候変動に関する政府間パネル）は、「⼈間の影響が大気、海洋及び陸域を温暖化させてきたこ
とには疑う余地がない」としており、今後のシナリオのうち最も危機的なものでは、2100 年に、世界平均気温は
1850〜1900 年から 3.3〜5.7℃、世界平均海⾯水位は 1995〜2014 年から 0.63〜1.01m 上昇する
可能性が⾼いとしています。 

また、我が国における１時間降水量が 50mm 以上の大⾬の年間発生回数については、昭和 51（1976）
年〜昭和 60（1985）年と平成 23（2011）年〜令和２（2020）年の平均を⽐べると、約 1.５倍に
増加している状況です。 

こうした中、市内の年平均気温の推移は、昭和 60（1985）年〜令和元（2019）年の 35 年あたり
２℃弱上昇していることから、本市においても地球温暖化の影響が現れていると考えられます。 

それらも踏まえ、本市においても、地球温暖化への対策として温室効果ガスの削減などの「緩和策」とともに、
気候変動の影響に対応する「適応策」を講じていく必要があります。そのために、市⺠⼀⼈ひとりの気候変動に
ついての理解を深め、脱炭素社会の実現に向けた⾏動変容を促していくことが求められています。 

 
 

 
 

○地球温暖化への対策として、温室効果ガスの削減などの「緩和策」と、気候変動の影響に対応する「適
応策」を講じることが必要 

○市⺠⼀⼈ひとりの気候変動についての理解を深め、脱炭素社会の実現に向けた⾏動変容を促していくこ
とが必要 
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⑥ 災害対策の強化 
 
 
 
 
 
 
令和元年東⽇本台⾵では、本市においても、死者１名、停電被害約 22,400 件、全半壊約 1,000 件、

床上・床下浸水約 1,700 件など、甚大な被害が発生しました。今後、気候変動の影響により、⾵水害のリス
クがさらに⾼まることが予想されていることから、令和元年東⽇本台⾵など、過去の災害の教訓を踏まえた対策
が求められています。 

また、今後 30 年以内に、約 70％の確率で発生するとされている M7 クラスの「⾸都直下地震」や約 70％
〜80％で発生するとされている M8〜M9 クラスの「南海トラフ地震」については、本市においても甚大な被害が
想定されることから、これまでに発生した地震における教訓等を踏まえた対策や九都県市で連携した対策が求
められています。 

激甚化・頻発化する⾵水害への対策や⾸都直下地震等への対策に加え、新型コロナウイルス感染症を含
む感染症対策が必要とされている中、災害時の被害軽減や復旧・復興の早期実現に向け、市⺠等による自ら
守るための平常時からの備え（自助）と地域社会での支え合い（共助（互助））を⾼めるとともに、これを
後押しするための⾏政による環境の整備等（公助）を進め、地域防災⼒の強化を図る必要があります。 

 
 

 
 

○今後の災害リスクに対応するため、これまでに発生した⾵水害や地震の教訓等を踏まえた対策を講じる
ことが必要 

○災害時の被害軽減・復旧・復興の早期実現に向け、自助・共助（互助）・公助の視点から地域防災
⼒の強化を図ることが必要 
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⑦ 都市インフラの⽼朽化と有効活⽤ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
令和12（2030）年度には、総床⾯積ベースで本市の公共建築物の約76％が築30年以上となるなど、

上下水道施設、道路、橋りょう、公園施設なども含めた都市インフラの⽼朽化に伴う今後の集中的な大規模
修繕や更新の時期の到来が懸念され、厳しい財政環境の中、こうした課題に限られた財源で計画的に対応し
ていく必要があります。 

また、公共建築物の総床⾯積については、児童生徒の増加に対応した⼩・中学校の整備や、市営住宅の
居室の⾯積基準の⾒直しに伴う拡大などの社会状況の変化に対応した取組により、平成 22（2010）年度
から令和２（2020）年度までの 10 年間で約 22 万㎡増加しています。令和 12（2030）年頃まで引き
続き⼈⼝増加が⾒込まれる状況を踏まえ、多様化・増大化する市⺠ニーズに的確に対応しつつ、その後に到
来する⼈⼝減少社会への転換等を⾒据えた対応を図っていく必要があります。 

このため、今後は、整備費・維持管理経費など中⻑期にわたる財政負担の増大や、⼈⼝動態等を踏まえ、
公共建築物に関する機能のあり方や適正配置、都市インフラ全体の効率的かつ効果的な維持管理について
検討を進めていく必要があります。 

こうした中で、公共空間については、これまで国や地方公共団体等が公的な観点から自ら利⽤し、⺠間が活
⽤する場合も収益目的の利⽤は抑制的でしたが、公共空間利⽤のニーズの⾼まりや維持管理における⺠間
資⾦活⽤の拡大の要請から、⺠間の収益活動等への開放が進められており、全国各地で、公共空間における
広告の掲示や物品の販売、イベントの開催などが⾏われ、これらの収益等をまちづくりに還元する取組が進めら
れています。 

本市においても、近年、道路や河川、公園などの公共空間を有効に活⽤し、まちの賑わいや交流等の創出
を図るとともに、規制緩和等により生まれた新たな財源を施設の維持管理や周辺のまちづくりに還元・再投資す
ることで、スパイラルアップによるまちの価値の向上を図る取組を進めています。まちの賑わいや交流の創出に向
け、こうした取組の⼀層の推進が求められています。 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

○令和 12（2030）年度には公共建築物の約 76％が築 30 年以上経過し、大規模な修繕や施設更
新への計画的な対応が必要 

○公共建築物に関する機能のあり方や適正配置の検討及び道路なども含めた都市インフラ全体の効率
的かつ効果的な維持管理の検討が必要 

○公共空間を活⽤したまちの賑わい・交流の創出や、⺠間活⼒の活⽤による効果的な維持管理の方策
の検討が必要 
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⑧ 産業経済を取り巻く環境変化 
 
 
 
 
 
 
新型コロナウイルス感染症の影響により、戦後最悪の落ち込みを経験した世界経済は、再び前に向かって動

き出しています。単なる景気回復に留まらず、カーボンニュートラル（※）実現に向けた動きや、デジタル化の急
速な進展など、世界全体の経済構造や競争環境に大きな影響を与える変化がダイナミックに生じています。ま
た、IoT（Internet of Things）や AI、ビッグデータ、ロボットといった社会のあり方に影響を及ぼす新たな技
術の進展も進んでおり、我が国では、経済発展と社会的課題の解決を両⽴していく新たな社会として Society 
5.0 の実現をめざしています。さらに、近年、量⼦技術に対する国際的な注目が急速に⾼まっており、⽶国、欧
州、中国をはじめとする国々が、将来の経済・社会に大きな変革をもたらす源泉あるいは革新技術として位置
づけ、国をあげた取組を加速している状況にあります。   （※）温室効果ガスの排出量から吸収量と除去量を差し引いて合計でゼロを達成すること。 

また、企業には、経済価値と社会価値の双方を実現する ESG 経営へのステークホルダーからの要請が強まっ
ています。昨今の企業活動と⼈権に関する社会的要請の⾼まりを踏まえ、⽇本企業の⼀層の取組を促すため、
令和２（2020）年 10 ⽉に、我が国は、「ビジネスと⼈権」に関する⾏動計画を策定しています。 

本市の市内総生産は 10 年前と⽐べて５％⾼い水準（平成 20（2008）年度と平成 30（2018）年
度の⽐較）を維持しています。また、本市の基幹産業である製造業は、平成 30（2018）年実績で、製造
品出荷額等が大都市中第 1 位（従業者 1 ⼈あたりの額も第 1 位）となっており、⾼度な産業集積を実現
していますが、事業所数と従業者数はいずれも減少傾向にあります。 

こうした本市を取り巻くさまざまな変化の波を的確に捉え、本市の基幹産業である製造業の競争⼒強化に
向けた取組や、新たな産業創出に向けた取組等により、市内産業をさらに活性化することが求められています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 

○新型コロナウイルス感染症の影響や新たな技術の進展など、本市の産業経済を取り巻く社会経済環
境の変化等を的確に捉えていくことが必要 

○本市の基幹産業である製造業の競争⼒強化に向けた取組や新たな産業創出に向けた取組などによ
り、市内産業をさらに活性化することが必要 

 

国の統合イノベーション戦略推進会議が取りまとめた「量⼦技術イノベーション戦略」の最終報告
（令和２（2020）年１⽉）では、「量⼦技術イノベーション」を明確に位置づけ、⽇本の強みを
活かし、量⼦技術の重点的な研究開発や産業化・事業化を促進するとともに、量⼦コンピュータの
ソフトウェア開発や量⼦暗号などで世界トップをめざすとしています。 

量⼦コンピュータは、従来型のコンピュータでは答えの導出に膨大な時間を要する問題でも、短
時間かつ超低消費電⼒で計算することを可能とし、産業・社会のあらゆる分野において飛躍的なイ
ノベーションをもたらし得る革新技術として期待されています。欧⽶や中国を中心に政府・企業をあ
げた開発競争が激化しており、研究開発投資も大幅に拡大する中、我が国としても戦略的な取組
が必要不可⽋となっています。 

本市は、量⼦コンピューティング技術の普及と発展を図るため、 
令和３年（2021）６⽉に、国⽴大学法⼈東京大学及び 
⽇本アイ・ビー・エム株式会社と相互の協⼒に関する協定を締結し、 
同年７⽉には、本市の「ナノ・マイクロ産学官共同研究施設 
（NANOBIC）」において、⽇本初のゲート型商⽤量⼦コンピュー 
ティングシステムが設置され、稼働を開始しています。 ⽇本初のゲート型商⽤量⼦コンピューティング 

システムが設置された「ナノ・マイクロ産学官 
共同研究施設」（NANOBIC） 
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⑨ 市⺠の主体的な取組を促し、地域でお互いに助け合うしくみの強化 
 
 
 
 
 
 
⾵水害などの危機事象が頻発している中、お互いが支え合う互助の重要性が⼀層⾼まっており、地域コミュ

ニティの中核を担う⾏政との協働のパートナーでもある町内会・自治会の果たす役割は⾮常に重要なものとなっ
ています。⼀方、町内会・自治会加入率の減少など従前からの課題である担い手不⾜に加え、感染症の影響
に伴う⾏事の中⽌等による地域交流の機会の減少など地域活動の自粛により、町内会・自治会活動に大き
な影響が出ており、活動の維持拡大に対する支援が必要となっています。 

また、地域コミュニティの希薄化や価値観の多様化が進むとともに、将来的に超⾼齢社会と⼈⼝減少社会の
到来が⾒込まれるなど、暮らしを取り巻く環境が変化する中、現状の取組を継続していくだけでは、これからの環
境変化への対応や、さまざまな将来リスクの回避は難しい状況にあります。社会的な孤⽴等による孤独死の発
生や、地域での自治⼒の低下が招く災害時の対応⾯での課題、⼈⼝減少がもたらす空き家の増加による都
市のスポンジ化など、環境変化から予想される負のシナリオを回避するために、地域のつながりをつくり、より複雑
化する地域課題に的確に対応することが求められています。 

 
 
 

 
 

○地域コミュニティの中核を担う⾏政との協働のパートナーでもある町内会・自治会の果たす役割は⾮常に
重要であり、その活動の維持拡大に対する支援が必要 

○「市⺠創発」による、市⺠自治と多様な価値観を前提とした「寛容と互助」の都市型コミュニティの形成を
めざし、「新たなしくみ」づくりに向けた取組を進めることが必要 
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⑩ 労働環境の改善と生産性向上の⼀体的な実現に向けた「働き⽅改革」の推進 
    

 
 
 
 
 
働き方改革関連法による時間外労働の上限規制の導入（大企業︓平成 31（2019）年４⽉、中⼩

企業︓令和２（2020）年４⽉施⾏）や、年５⽇の有給休暇取得の義務づけ（平成 31（2019）年
４⽉施⾏）等を背景に、我が国の年次休暇の取得⽇数及び取得率は、過去最多（昭和 59（1984）年
以降）となっており、また労働時間数は更なる減少傾向を示しています。 

働き方改革は、多くの働く⼈々が個々の事情に応じた多様で柔軟な働き方を選択できるようにするための改
革です。我が国では、生産年齢⼈⼝の減少や、育児や介護の両⽴などの働く⼈のニーズの多様化など、さまざ
まな課題に直⾯しています。また、新型コロナウイルス感染症の影響により、テレワークの導入が加速するなど、
多くの企業で働き方が変わりつつあります。引き続き、就業機会の拡大や働く⼈の意欲・能⼒を存分に発揮で
きる環境づくりとともに、投資やイノベーションによる生産性向上に向けて取組を進めることが求められています。 

本市では、中⼩企業が全事業所数の約 99％、全従業者数の約 77％を占めており、⼈手不⾜感が強い
中⼩企業において、労働環境の改善による魅⼒ある職場づくりとともに、生産性向上に向けた取組を着実に進
めることが⼀層重要となっています。 

 

 
 

○就業機会の拡大や働く⼈の意欲・能⼒を存分に発揮できる環境づくりとともに、投資やイノベーションに
よる生産性向上に向けた取組が必要 

○⼈手不⾜感が強い中⼩企業の労働環境の改善と生産性向上に向けた取組を着実に実施することが
重要 
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（３）積極的に活⽤すべき川崎のポテンシャル 
川崎には、次のような優れたポテンシャルがあります。このポテンシャルを最大限に活かしながら、取組を進め

ます。 
● 交通・物流の利便性（新幹線や⽻⽥空港へのアクセス性、充実した幹線道路・鉄道路線ネットワー

ク、多様な機能を持つ総合港湾である川崎港、⾼度に集積した都市機能など） 

● 先端産業・研究開発機関の集積等（550以上の研究開発機関、⾼付加価値化が進んだ臨海部
の重化学工業・素材産業、環境・エネルギー等の先端産業、新川崎地区・殿町地区（キングスカイ
フロント）を中心とする市内に⽴地する多様な大学との産官学連携、生命科学・医療分野の企業・
研究機関など） 

● 豊富なスポーツ・文化芸術資源（「川崎フロンターレ」「川崎ブレイブサンダース」をはじめとする「かわさ
きスポーツパートナー」等との連携によるスポーツのまちづくり、ブレイキンやダブルダッチ、スケートボード、
BMX等の若者文化の発信、「ミューザ川崎シンフォニーホール」を中心とした⾳楽のまちづくり、市内に
数多く存在する映像資源を活⽤した映像のまちづくりなど） 

● かわさきパラムーブメントの推進（関係団体や⺠間企業等と連携した取組の創発や「Colorsかわさき
展」などパラアートの環境づくり、パラスポーツの振興・普及促進など） 

● 水と緑の豊かな自然環境（本市の自然・産業・歴史・文化等に深い関わりのある多摩川、それぞれ
の魅⼒を持った富⼠⾒公園・等々⼒緑地・生⽥緑地の三大公園など） 

● 多彩で魅⼒ある観光資源（産業観光や工場夜景など特徴的な地域資源、川崎大師など歴史的
な観光資源、藤⼦・F・不⼆雄ミュージアムや⽇本⺠家園など市内を代表する施設など） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

市内外に対して川崎の魅⼒と将来への方向性を発信する際に活⽤し、市⺠の川崎への愛着や
誇りの醸成につなげることを目的として、本市の持つ多彩な魅⼒を⼀⾔で表現し、都市の将来像を
示すブランドメッセージを策定しています。 
ブランドメッセージには、川崎は、多様性を認め合い、つながり合うことで、新しい魅⼒や価値を生

み出すことができるまちをめざしていく、という意味が込められています。 
ロゴマークは、「多彩な魅⼒を持つ川崎の多様性を包含するイメージ」を打ち出すため、⾚、緑、

⻘という光の三原⾊で「川」の字を構成し、川崎の魅⼒を表現するとともに、交じり合うことでどんな
⾊でも作り出すことができる多様性も表現しています。 
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